
【会計別一覧】 （単位：千円）

一般会計補正（第２号）　　［令和４年６月７日議案提出］

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 福祉課 3.1.1 【新規】
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給
付金事業

61,945 61,945 0

2 福祉課 3.1.1 【新規】 光熱費高騰に係る生活困窮世帯支援事業 4,676 2,338 2,338 0

3 福祉課 3.1.3 【新規】 障がい児介護特別支援金給付事業 1,900 1,900 0

4 水産商工課 7.1.2 【新規】
令和４年度燃油及び原材料価格高騰・円
安対策特別金融支援事業利子補助金

4,290 2,145 2,145 0

5 水産商工課 7.1.2 【新規】
第２弾　地元で買おう！食べよう！さか
いみなと応援券事業

177,693 120,362 57,331

6 教育総務課 10.2.2 【新規】 鳥取県内修学旅行等支援事業 2,508 600 1,908 0

253,012 186,790 5,083 0 3,808 57,331

1 地域振興課 2.1.1 基幹業務システム運営事業 2,145 2,145 0

2 総務課 2.1.1 【新規】 マイナポータル端末設置事業 611 611 0

3 都市整備課 2.1.5 夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業 39,631 39,631

4 地域振興課 2.1.6 自治コミュニティ助成金 1,800 1,800 0

5 地域振興課 2.1.12 【新規】 パートナーシップ宣誓制度導入事業 435 435

6 観光振興課 7.1.3 【新規】 水木しげる記念館再整備事業 92,415 61,900 30,515

7 都市整備課 8.4.2 公園維持管理費 15,136 15,136

8 自治防災課 9.1.2 【新規】 消防団の魅力発信事業 2,000 2,000 0

154,173 4,756 0 61,900 1,800 85,717

407,185 191,546 5,083 61,900 5,608 143,048

繰越金

○債務負担行為補正（追加） （単位：千円）

〇地方債補正（追加） （単位：千円）

期　間

1 水産商工課
令和４年度燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援
事業利子補助金

R5年度～R7年度

1

②　①コロナ対策及び燃油価格高騰等対策を除いた事業　計

事　　項

2 観光振興課 水木しげる記念館再整備費

番
号

番
号

担 当 課

観光振興課 水木しげる記念館再整備事業費

補正後の予算額補正前の予算額

407,18518,016,631

補正額

18,423,816

番
号

担 当 課

61,900

R4年度～R6年度 1,203,986

担 当 課 起　債　の　目　的 限　度　額

境　港　市　　　令 和 ４ 年 度 ６ 月 補 正 予 算

①コロナ対策及び燃油価格高騰等対策　計

計（①＋②）

限　度　額

融資実行日から３年を経過する日
までの間に生じた利子の額

費目 補正額事    業    名

区　　分

一般会計補正予算（第２号）

Ａ 補正前の予算額 １８０億１，６６３万１千円

Ｂ 補正額 　　４億　　７１８万５千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） １８４億２，３８１万６千円
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令和４年度６月補正予算

◎一般会計補正予算（第２号）①コロナ対策及び燃油価格高騰等対策

[単位：千円]

【新規】 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金について、受給されていな

　い世帯で、令和４年度に非課税世帯となった世帯等に対して、１世帯あ

　たり10万円を給付する。

◇制度概要

　（１）対象世帯

　　①住民税非課税世帯

　　　令和４年６月１日時点において境港市に住民登録があり、世帯全員

　　　の令和４年度分の住民税均等割が非課税である世帯

　　②家計急変世帯

　　　給付金申請時において境港市に住民登録があり、令和４年１月以降

　　　に新型コロナウイルス感染症の影響を受けて収入が減少し、令和４

　　　年度分の住民税均等割が課されている世帯員全員の年収見込額が住

　　　民税均等割非課税水準以下であると認められる世帯

　　※住民税が課税されている者の被扶養親族等からなる世帯及び令和３

　　　年度分の住民税均等割が非課税又は家計急変世帯として既に給付を

　　　受けた世帯を除く

　（２）支給方法

    ①住民税非課税世帯（プッシュ型）

　　　対象世帯を抽出し、支給案内と確認書を送付、支給要件と支給口座

　　　について確認してもらい、確認書の返送があった世帯から随時振込

　　　を行う。

　　　※住民税非課税世帯のうち、境港市で課税状況を把握できない世帯

　　　(令和４年１月２日以降に転入した世帯等)については申請型で対応。

　　②家計急変世帯（申請型）

　　　市報や市HPで周知を行い、対象世帯から申請書を受付、申請者の支

　　　給要件について確認し、支給決定の後に申請口座に振込を行う。

　　　申請期限：令和４年９月３０日

◇補正内容

項　目 金　額

職員手当等 625 職員の時間外手当

委託料 1,320 システム改修委託料

給付金＠100,000円×600世帯

計 61,945

◇財源 国庫補助金　10/10

事業名

担当課 費　目 項目

補正額

扶助費

事業費

福祉課 3.1.1

節別内訳

3 職員手当等 625

12 委託料 1,320

19 扶助費 60,000

61,945 61,945 0

内　　　　容

60,000 ①対象見込の住民税均等割非課税世帯
517世帯(R4.5.16時点概算)
②家計急変世帯83世帯（推計）
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【新規】 光熱費高騰に係る生活困窮世帯支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　　コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰等により

　　特に深刻な影響が懸念される生活保護受給世帯や児童扶養手当等受給

　　世帯の経済的な負担を緩和するため、光熱費として一世帯当たり

　　7,000円を給付する。

◇制度概要

　対象世帯：生活保護受給世帯（在宅）　　217世帯

　　　　　　児童扶養手当受給世帯　　　　308世帯

　　　　　　特別児童扶養手当等受給世帯 　96世帯

　　　　　　（障害児福祉手当の重複受給世帯　15世帯を含む）

　　　　　　特別障害者手当受給世帯　　 　47世帯

　　　　　　　　　　合　計　　　　　　　668世帯

　給 付 額：一律7,000円／世帯

　基 準 日：令和４年６月１日

◇今後のスケジュール

　６月下旬から　　対象世帯への通知送付（プッシュ型）

　７月中旬　　　　口座振込　　

◇補正内容

項　目 金　額

扶助費 4,676

◇財源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１/２

県補助金　１／２

【新規】 障がい児介護特別支援金給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和４年３月に受領した指定寄附金の寄附者の意向である、「コロナ禍

　において厳しい家計の中、障がいを持つ家族を介護するひとり親世帯の

　家計支援」として、特別児童扶養手当の受給資格を有する、ひとり親世

　帯に対し支援金を支給する。

◇対象者

　　令和４年４月受給権のあるひとり親世帯　　　19世帯 

◇給付額

　一世帯あたり一律10万円

◇今後のスケジュール（予定）

　６月２８日　　対象世帯への通知送付（プッシュ型）

　７月２０日　　口座振込

◇補正内容

金　額

1,900

◇財源　 基金繰入金（障害者福祉基金）

項目 事業費

事業名

担当課 費　目 項目

福祉課 3.1.1

節別内訳

19 扶助費 4,676

1,900

項　目 内　容

扶助費 ひとり親世帯　19世帯×100,000円

1,900 0補正額

事業名

担当課 費　目

福祉課 3.1.3

節別内訳

19 扶助費 1,900

事業費

内　容

＠7,000円×668世帯

補正額 4,676 2,338 2,338 0
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財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　燃油価格の高騰等により影響を受けた中小企業者が「地域経済変動対策資金

　（令和４年度燃油及び原材料価格高騰・円安）」による融資を受けた際の

　事業者の利子負担相当額について、融資から最大３年間助成し、事業者

　の負担軽減を図る。

◇融資概要

（１）融資対象

　燃油価格高騰等の影響により、次のいずれかに該当する中小企業者等

　ア　最近３か月間の売上高又は販売数量が前年同期の売上高等に比べ５％

　　　以上減少している者

　イ　最近１か月間の売上高等が前年同月の売上高等に比べ５％以上減少し、

　　　かつ、その後の２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比べ

　　　５％以上減少することが見込まれる者

　ウ　最近１か月の売上総利益率又は営業利益率が前年同月と比べ減少して

　　　いる者

（２）申込期間　　Ｒ４年４月１日～Ｒ４年９月30日

（３）融資限度額　２億８千万円

（４）融資期間　　10年以内（据置３年以内を含む）

（５）融資利率　　年1.43％（変動金利）

（６）保証料率　　0.23％～0.68％（９段階）

◇補正内容

項　目 金　額

補助金 4,290

◇財源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１/２

県補助金１/２

◇債務負担行為

　令和５年度以降の利子補助について債務負担行為を設定する。

4,290 2,145 2,145 0

内　　容

＠400,000千円×1.43％×(９か月/12か月)

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

4,290

【新規】
令和４年度燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業利子
補助金

項目 事業費

補正額

事業名

担当課 費　目

水産商工課 7.1.2
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【新規】 第２弾　地元で買おう！食べよう！さかいみなと応援券事業
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明
　燃油や原材料価格の高騰等や、それらに伴う商品価格等の値上げにより、
　市民や事業者に大きな影響が生じていることを踏まえ、買い物や食事など
　の際に利用できる「さかいみなと応援券」を全市民に一律5,000円分配布
　する。

◇制度概要
　①配布内容
　　市内取扱店舗での買物や食事などの際に利用できる応援券
　　（500円券×10枚綴り）
　②配布方法
　　世帯主に郵送

◇スケジュール（予定）
　９月　　　　新規取扱店舗募集
　11月上旬　　応援券発送　（15,500世帯・33,500人を想定）
　発送日～令和５年２月28日　　応援券の利用期間
　随時　　応援券の換金（最終受付：令和５年３月中旬まで）

◇補正内容
項　目 金　額
需用費 3,614

役務費 6,579

補助金 167,500

計 177,693

◇財源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

内　　　　容
応援券、封筒、ポスター等の印刷等
応援券郵送料等
応援券　5,000円×33,500人

120,362 57,331

担当課 費　目 項目 事業費

水産商工課 7.1.2

節別内訳

10 需用費 3,614

補正額 177,693

事業名

11 役務費 6,579

18
負担金補助
及び交付金

167,500
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【新規】 鳥取県内修学旅行等支援事業

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　鳥取県が実施する修学旅行等に係るバス代支援事業補助金を活用し、

　新型コロナウイルス感染症対策として、県内に変更された修学旅行に係る

　バス代の一部を助成し、保護者の経済的な負担軽減を図る。

◇補助概要（県補助）

・補助要件：新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、県内修学旅行

　　　　　　又は探求を伴った校外学習等で次のすべての要件を満たす事業

①県内において、地域や郷土の理解を深める体験・交流活動を行い

　ふるさとキャリア教育の推進に資すること

②小学校第５・６学年又は中学校第２・３学年を対象にすること

③交付回数は１校あたり１回までとする

・対象経費：補助事業に要するバス借上経費(上限15万円/１台）

・交 付 先：県内の各市町村に交付

・補 助 率：1/3（上限５万円/１台）

◇補正内容

項　目 金　額

役務費 2,508

◇財源 県補助金１/３　※上限５万円×12台分

雑入（鳥取県内修学旅行バス代保護者負担金）

内　　容

バス借上げ手数料（旅行業者へ支払い）
　＠209,000円/１台×12台＝2,508,000円
（バス内訳）渡、外江、上道、余子、中浜、境
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各２台

1,908 0

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

節別内訳

11 役務費 2,508

600補正額 2,508教育総務課 10.2.2
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◎一般会計補正予算（第２号）②コロナ対策及び燃油価格高騰等対策を除いた事業

[単位：千円]

基幹業務システム運営事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和７年度を目標に、基幹業務システムを全国で標準化・共通化していく

　計画の一環として、令和４年度は文字の標準化に向けた準備を行う。

◇作業内容

　現行システムで使用しているMS明朝体における外字について、標準準拠シ

　ステムで使用されるIPAmj明朝体との文字同定作業を行う。

◇補正内容

金　額

◇財源 国庫補助金 10/10

【新規】 マイナポータル端末設置事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　国からの無償貸与期間が満了するマイナポータル端末機を新たに調達する。

◇経緯

　国から無償貸与を受けているマイナポータル端末機の貸与期間が令和４年

　７月30日までとなっており、以降の業務継続のため、新たな端末機を調達

　する必要がある。

　端末機はマイナポイント事業（5,000円キャッシュバック）の受付や健康

　保険証利用者登録に使用されており、今後も継続した活用が見込まれる。

◇補正内容

金　額

79

532

◇財源 国庫補助金 10/10

内　容

2,145

611 0

補正額 2,145 2,145 0

節別内訳

12

担当課

委託料 2,145

地域振興課 2.1.1

総務課 2.1.1

事業名

担当課 費　目

事業名

システムの標準化に伴う文字同定作業

事業費

項　目

611

項目

補正額

費　目

項目

節別内訳

11 役務費 79

13
使用料及び賃
借料 532

項　目

委 託 料

事業費

内　容

役務費 端末機通信料（2台分）　9,862円×8月

使用料及び賃借料 端末機借上料（2台分）　66,385円×8月
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夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　定期借地契約の締結に伴い、土地を購入する。

【参考】

土地購入実績

◇令和４年５月17日時点における残区画数

　　公　社　32区画（未分譲15含む）

都市整備課

節別内訳

16

補正額 39,631

事業名

担当課 費　目

公有財産購入
費

2.1.5

39,631

39,631

項目 事業費

街区 面　積 金　額 契約者

公 社 1 37街区6 341.40㎡ 10,328 市 内

公 社 2 22街区8 315.46㎡ 9,829 市 内

公 社 3 37街区2 315.80㎡ 9,553 市 内

公 社 4 21街区3 318.43㎡ 9,921 市 内

39,631計（４件）

区　分

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

公　社 5 45,654 21 212,208 4 39,631 174 1,720,269

保留地 15 165,354 2 19,851 91 960,104

計 20 211,008 23 232,059 4 39,631 265 2,680,373

公　社 1 9,853 0 0 1 9,853

保留地 1 10,049 1 10,049

計 2 19,902 0 0 2 19,902

公　社 5 45,654 22 222,061 4 39,631 175 1,730,122

保留地 15 165,354 3 29,900 0 0 92 970,153

計 20 211,008 25 251,961 4 39,631 267 2,700,275

合　　計

R4(補正後） 累 計

定期借地制度

住宅地貸付制度

制　度 区　分
R2 R3
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自治コミュニティ助成金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　（一財）自治総合センターの助成制度を活用して、自治会等が行うコ

　ミュニティ活動に必要な備品整備等を助成する。

　今年度の採択が当初見込みより多かったため、不足する助成金を補正する。

◇状況 （単位：千円）

件　数 事業費 当初予算額 差　額

1 2,500

2 2,500

3 1,800

6,800 5,000 ▲ 1,800

◇採択された自治会の整備内容

◇財源　　　雑入（自治総合センター助成金）　10/10

【新規】 パートナーシップ宣誓制度導入事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和４年７月から導入するパートナーシップ宣誓制度について、リーフ

　レットやチラシ等の啓発用資材を作成し、学習会や市内各所への掲示など

　を通じて、当事者だけでなく市民全員への周知と理解の促進を図る。

◇補正内容

項　目 金　額

補正額 435 435

竹内町自治会 多雪型物置、除雪機等の備品の整備

幸神町自治会 やぐらステージ等の備品の整備

折り畳み会議テーブル等の備品の整備

美保町自治会

計

補正額 1,800 1,800 0

5,000 ▲ 1,800

地域振興課 2.1.12

節別内訳

10 需用費 435

事業名

担当課 費　目

事業名

担当課 費　目

地域振興課 2.1.6

節別内訳

18
負担金補助及
び交付金 1,800

事業費

自治会名 整備内容

項目 事業費

自治会名

竹内町自治会

幸神町自治会

項目

内　　容

需用費 リーフレット、チラシ等の印刷、のぼり購入等435

美保町自治会
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【新規】 水木しげる記念館再整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和４年５月に策定した「水木しげる記念館再整備基本構想・基本計画」
　に基づいた整備を実施するため、建築基本設計・実施設計、次年度の解体
　に向けた解体設計、懸案となっていた搬入経路を確保するための用地購入
　等を行う。

◇今後のスケジュール（予定）
　R4年度　 基本協定の締結

（DBO方式による設計・建設・運営の一括委託を想定）
　R5～R6年度 休館、解体工事、建設工事、展示制作

（令和６年度中の完成予定）

◇補正内容
項　目 金　額

新築工事に係る基本・実施設計業務＠82,645,200円
解体工事に係る設計業務＠3,784,000円
地質調査＠2,487,100円
登記委託料＠35,000円

計 92,415

◇財源 市債（一般単独事業債）

◇債務負担行為

　あわせて、整備費に係る工事等について債務負担行為を設定する。

内　　容

3,451

88,952

12 プロポーザル審査委員会委員謝金 @3,000円×4人×1回

土地購入費＠17,100円×201.78㎡

61,900 30,515

項目 事業費

事業名

担当課 費　目

補正額 92,415

委託料

公有財産
購入費

報償費

委託料

観光振興課 7.1.3

7 報償費 12

12

16
公有財産購
入費

3,451

節別内訳

88,952
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公園維持管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　雨漏りが発生している境台場公園の灯台を改修する。

　このたび、調査及び改修設計（令和４年３月補正）が完了したため、改修

　工事を実施する。

◇主な改修内容

　・開き戸、回転窓等の取替え

　・避雷針等の取替え

　・塗装工事

　・防水工事　等

◇今後の予定

　・入札　７月初旬

　・工期　７月中旬～10月中旬

◇補正内容

金　額

【新規】 消防団の魅力発信事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

〇国のモデル事業を活用して、若年層をターゲットにした消防団の魅力を

　紹介する動画を作成し、イベント会場での上映やSNSで発信することで

　消防団の活動や魅力を広く伝え、新規団員獲得につなげる。

◇補正内容

金　額

10

10

1,971

2,000

◇財源

　国委託金（消防団の力向上モデル事業費）　10/10

計

報償費

需用費

役務費

委託料

郵送料

消耗品費

プロポーザル審査委員会委員謝金 @3,000円×
3人×1回

9

動画作成業務委託料

2,000 0

補正額 15,136 15,136

事業名

担当課 費　目

都市整備課 8.4.2

節別内訳

14 工事請負費 15,136

事業名

役務費 10

12 委託料 1,971

担当課 費　目 項目 事業費

9.1.2

7 報償費 9

自治防災課

節別内訳

10 需用費 10

11
項　目

補正額 2,000

内　容

内　容項　目

工事請負費 建築工事、電気工事15,136

項目 事業費
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○債務負担行為補正（追加）

[単位：千円]

◇説明

燃油価格の高騰等により影響を受けた中小企業者が「地域経済変動対策資金（令和４年度燃油及び

原材料価格高騰・円安）」による融資を受けた際の利子負担相当額について、融資から最大３年間

助成するため、債務負担行為を設定する。

◇説明

設計・建設、維持管理、運営等を一括発注するＤＢＯ方式による再整備を実施するため、令和５年

度以降に予定する工事を含め、令和４年度中に契約を締結する必要があることから、債務負担行為

を設定する。

事　項 水木しげる記念館再整備費

担当課 期　　間 限　度　額

観光振興課 Ｒ４年度～Ｒ６年度 1,203,986

令和４年度燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業利子補助金

担当課 期　　間 限　度　額

Ｒ５年度～Ｒ７年度
融資実行日から３年を経過する日までの

間に生じた利子の額

事　項

水産商工課
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